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1章  序文 
1.1 背景と目的 
1.1.1 調査の背景 
a. マダガスカル国の概要 
マダガスカル共和国（以下「マ」国）は、南部アフリカに接するインド洋に浮かぶ世

界で 4 番目に大きい島である。南北 1,600km、東西 570km の細長い島で、面積は
587,014km2（日本の 1.6倍）である。首都アンタナナリボは、標高 1,500mの島中央の
高原に位置し、年間平均気温が 18℃と一年中しのぎやすい。東部は亜熱帯性気候で、
高温多湿である。これに対し、南部は高温乾燥で、しばしば干ばつに見舞われるほど

（特に南端部）の半乾燥地域である。西部沿岸部は熱帯性気候であり、南部とほぼ同

一の気候であるが、北西部よりは湿度が高い。 
表 1.1「マ」国における経済指標（2005年） 

項目 単位 値 
人口 百万人 18.6 
GNI 百万 USD 4,979.39 

一人当たり GNI USD 290 
経済成長率 % 4.9 

輸出 450.19 
総貿易額 

輸入 
百万 USD 

691.34 
*出典：外務省 ODA資料 

 

「マ」国の経済状況は、国民一人当たりの GNIが 290米ドルと非常に貧しく、主要産
業は農牧業（米、コーヒー、バニラ、砂糖、クローブ、牛）、漁業（えび、まぐろ）

等である。1990年代半ばより国営企業民営化、投資法改正、貿易自由化等の自由化政
策強化により、1997年以降は一定の経済成長を遂げるに至った。近年は石油価格高騰
の影響を受けるも、観光サービス業が好況な他、鉱業分野での投資も活発化している。 

b. 「マ」国のエネルギーおよび電力事情 
「マ」国は、豊かな再生可能エネルギー源（包蔵水力、包蔵太陽光発電）を有し、稀

少金属のニッケルやコバルトが豊富であるが、資源・エネルギー開発はまだ緒に着い

たばかりである。地方の農村では未だに燃料源として薪や炭を使用しており、こうし

た伝統的燃料が、森林破壊や住民の健康に被害を与えている。そのため、「マ」国政

府は伝統的燃料から近代的燃料への転換と、効率的エネルギーの活用を国家エネルギ

ー政策に掲げている。 
電力供給はマラガシー電気水道供給公社(JIRAMA)が担っているが、対人口電化率は
約 16％（全国レベル）と低い上、石油輸入国のため、電力分野は海外の石油価格の変
動を受け易い。近年は水力発電の比率が減少してきており、火力発電の割合が 1997
年 21％、2004年 35%と上昇してきている。 
一方、首都アンタナナリボ系統での乾季においては、電力供給不足によって輪番制に
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よる計画停電が何年も継続する異常な事態が生じている。 
c. 「マ」国の開発計画 
マダガスカル政府は 2006年に終了した貧困削減戦略文書（PRSP）を引き継ぐ中期開
発計画として、「マダガスカル行動計画（MAP：Madagascar Action Plan）」（2007～2011
年）を策定しており、MAPにおいて水力発電開発促進、地方電化推進を掲げている。 

d. 「マ」国に対する日本の援助方針 
広大な国土に豊富な地下資源と希少動植物を擁する「マ」国は、鉱業、観光業及び農・

水産業等において多大な発展の可能性を秘めている。また、地理的にアジアとアフリ

カの中間に位置し、歴史的にも民俗的にもアジアとのつながりが強い「マ」国には、

アジア経済のダイナミズムをアフリカ大陸へ繋げていく「架け橋（ゲートウェイ）」

としての役割が期待されている。 
2003 年以降、内政が安定し自助努力による経済再建の動きが見られ、「マ」国政府は
MAP の策定により自ら数値目標を定めて経済の活性化と豊かさの実現を図ろうとし
ている。日本政府はパートナーシップの観点から、このような「マ」国政府の自助努

力を支援していくこととしている。「マ」国は、外資誘致と民間セクターの活性化に

よる経済成長を通じた貧困脱却を目指しており、これを支援する観点から、日本の

ODA も同国における貿易投資促進とアジア・アフリカ協力を含む農業開発等への支
援を中心に進めていくこととしている。他方で国民の大半が 1日 1ドル以下での生活
を余儀なくされている現状から、引き続きあらゆるスキームを駆使し教育、医療、水

供給等の BHN（Basic Human Need）への支援を実施していくこととしている。 
重点分野としては、経済成長を通じた貧困削減として、1) 民間セクター開発、産業育
成、貿易・投資促進, 2) 農水産業の振興、その一環として南南協力の活用, 3) 経済成
長に資する道路などの物流インフラ整備, 4) 経済資源としての人材の育成 が挙げら
れている。また、人間中心の開発として、1) 初等・中等教育, 2) 保健・医療, 3) 水・
衛生 が挙げられている。 

e. 「マ」国電力分野における協力ニーズ 
2007 年に実施された JICA「南部アフリカ地域（モザンビーク・マダガスカル）エネ
ルギーセクター調査」の結果では、「マ」国の電力分野において以下の協力ニーズが

あると報告されている。 

• 首都圏緊急電源開発 
• 送電線計画M/Pの策定 
• 水力開発M/Pの精度向上 
• 水力開発案件の F/S 
• 地方電化M/Pの精緻化 
• 人材育成 等 
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図 1.1 マダガスカル国発電設備及び送電系統図 

マナンドナ水力発電所 

アンタナナリボ 

アンチラベ 

Reference: WB Implementation Completion Report for an Energy Sector Development Project /September 27, 2006 
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f. 首都アンタナナリボの概要 
首都アンタナリボは、人口約 1.4百万人を有する「マ」国第１の都市で、標高約 1500
ｍに位置するため年間平均気温約 18℃とすごしやすい気候を有している。 
首都の電力状況は、電力供給不足によって輪番制による計画停電が何年も継続する異

常な事態が生じている。 
g. アンチラベ市の概要 
アンチラベ市は､首都アンタナナリボ市の南約 170km の高原に位置し､人口約 40万人
の軽工業が盛んな都市である。 
当該地域には、11,200kWのディーゼル発電所と､1,600kWのマナンドナ水力発電所の
合計 12,800kW の発電設備で電力供給されているが､1998年冬期から約 4,000kWの電
力不足が発生している｡ 
アンチラベ市及びその周辺には、繊維工場、セメント工場、ビール工場、煙草工場、

乳製品工場などが操業しているが、電力不足により操業を短縮せざるを得ない状況と

なっている。それに伴い、雇用の面でも失業者が発生し、社会不安を生じさせており、

民生安定の面からも民間セクター開発や産業育成、経済成長に資する電力の増強が求

められている。 
h. マナンドナ水力発電所の概要 
マナンドナ（Manandona）水力発電所はアンチラベ市の南約 10km にあり､流域面積
375km2 地点に高さ 10.5m､堤頂長 66m のコンクリートダムを設けている。有効容量
50,000m3の調整池を造り、2.2m3/sec を取水して有効落差 104.5m により最大設備出力
1,600kW の発電を行っている｡（設備の老朽化で現在は、1,200kWに低下している。） 
既設の発電施設は､取水口がダム堤体内右岸側にあり､ここから内径 1.0m の露出型水
圧鉄管により､直接右岸河床を約 125m 敷設後、水圧鉄管は約 90m のトンネル内に敷
設される。再び露出した後、サージタンクが設置されている。水圧管路の全長は約

506m である｡発電所は地上式で､横軸フランシス水車･発電機 3 台が設置されている｡
発電所放水口から続く放水路は､約 100m の素掘り開水路でマナンドナ川の右岸に繋
がっている｡ 
 

1.1.2 調査の目的 
首都アンタナナリボの電力危機、不安定な電力供給による経済成長の阻害、電力不足

による諸問題に対応するため、首都アンタナナリボ系統に属する既設マナンドナ水力

発電所の増強を目的とした事業の予備調査を行うとともに、｢マ｣国電力分野への短期

的・中長期的協力の可能性として、首都圏の電力危機、送電線マスタープラン策定等

に係る情報収集を行うことを目的とする。 
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表 1.2マナンドナ水力発電所の出力増強（リハビリ）計画概要 
項    目 既    設 増    設 合  計 

常時満水位 m 1,497.50 1,499.50 － 
低水位 m 1,495.50 1,497.50 － 
利用水深 m 2.00 2.00 － 
有効容量 m3 50,000 80,000 130,000 
有効落差 m 104.50 105.50 － 
最大使用水量 m3/s 2.20 (2 × 0.70 + 0.80) 6.00 (2 × 3.00) 8.20 
最大出力 kW 1,600 (2 × 500 + 600) 5,000 (2 × 2,500) 6,600 

年間発生電力量 MWh 5,838(減電後 2,630) 32,850(増設優先発電) 35,480(既設減電後)
    注：調査開始前の計画 

1.2 業務範囲 
a. 基本方針 
本調査の基本方針は次のとおりとする。 
➢ 最適規模の検討と既存設備を利用した合理的設計によるコスト低減 
➢ 持続性を確保するための運用保守管理方法 
➢ 電力分野における短期的、中長期的な計画の提案 

b. 調査項目と調査方法 
①国内情報収集および現地調査準備【国内作業】 
国内において、「マ」国の国状、電力事情などの情報収集、現地調査計画の立案、現

地の関係機関などと現地調査に向けた調整を行う。 
②電力状況調査【現地調査】 
人口や産業、電力需要、発電・送配電設備の現状、電気水道会社やそれを管轄する

行政機関、電力や環境保全に係る法制度等の概要について調査し把握する。 
③関連資料収集【現地調査】 
地域、流域の気象・水文、環境等に係る資料の収集･整理を行う。 
④キャパシティデベロップメント調査【現地調査】 
世界銀行によって実施されている JIRAMAの経営改善および情報システム近代化等
の支援状況について調査する。 
⑤マナンドナ水力発電所のサイト調査【現地調査】 
同発電所の諸設備の現状と発生電力・使用水量（及び放流水量）の状況、調整池や

下流の環境等につき現場で確認するとともに資料を収集する。 
⑥マナンドナ水力発電所出力増強事業計画概略検討【国内作業】 
最適規模の検討と既存施設を利用した合理的設計によるコスト低減および持続性を

確保するための運用保守管理方法を念頭に、出力増強手法、費用、効果、事業性等

について、概略検討を行う。 
⑦短期的・中長期的計画の提案【国内作業】 
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短期的な協力とは首都圏の需要増に対する緊急電源開発計画であり、中・長期的協

力とは水力発電開発主体とする全国電源開発計画およびこれに係る主要 3送電系統
の拡張・連系等である。今回調査においても首都圏の電力危機、送電線マスタープ

ラン策定等に係る情報収集を行う。また、我が国からの運用や維持管理などのキャ

パシティデベロップメントの支援方策について検討を行う。 
⑧とりまとめ及び報告書作成 
以上の結果を分かりやすく、簡潔に取りまとめた報告書を英文で作成する。 

表 1.3 調査工程表 
月

△着手

項　　目

1. 国内情報収集および現地調
査準備

2. 電力状況調査

3. 関連資料収集

4. ｷｬﾊﾟｼﾃｨﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ調査

5. マナンドナ水力発電所のサイ
ト調査

6. マナンドナ水力発電所出力
増強事業計画の概略検討

7. 短期的・中長期的計画の提
案

8. とりまとめおよび報告書作成

3月

▲報告書納品

9月 2月

▲帰国報告 報告書ドラフト▲

10月 11月 12月 1月

現地調査

報告書最終化 印刷

 

 

図 1.2 調査フロー 
1.3 調査対象地域 
調査は、日本及びマダガスカル両国で実施され、プロジェクトサイトは、アンチラべ

市南方約 10kmに位置するマナンドナ水力発電所である。 
 

1.4 調査工程 
「マ」国での調査は、マナンドナ水力発電所での現地踏査を含めて、2008年 10月 17
日から 11月 1日まで実施した。  

①国内情報収集および現地調査準備 

②電力状況調査 

⑤マナンドナ水力発電所のサイト調査 

③関連資料収集 

④ｷｬﾊﾟｼﾃｨﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ調査 

⑥マナンドナ水力発電所出力増強事業計画概略検討 

⑦短期的・中長期的計画の提案 

⑧とりまとめおよび報告書作成 
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1.5 調査チームメンバー 
現地調査に参加した団員は以下の通りである。 
佐野裕一 : 団長/電力・水力開発計画 
猿橋嵩央 : 水文/社会環境 
林真由 : 土木設備 
木村友一 : 経済/財務分析 

 
 

2章  社会経済状況 
2.1 人と文化 
人種的には明確な定義はないが、広く知られていることは「マ」国社会はマレー系と

アフリカ系に二分されるということである。人口の 52％は土着の信仰者、41％がキリ
スト教徒、7％がイスラム教徒である。公用語は、マダガスカル語、フランス語に加
え、英語も公用語とされている。 
 

2.2 経済 
農業、漁業、林業がマダガスカル経済の主軸であり、主要輸出産品は、コーヒー、バ

ニラ、サトウキビ、丁子、ココア、米、カッサバ、豆、バナナ、家畜類である。 
構造改革は国際金融機関よりの圧力により 1980 年代に始まり、民営化や輸出加工区
の開発が 1988年から 1990年代にかけて行われた。2002年前半の政治停滞が、経済発
展に影響を及ぼしたが、2004年以降堅調な経済成長を維持している。 
Ravalomanana大統領政権は、外国投資の誘致に積極的で、汚職撲滅、土地所有法等の
障壁にも立ち向かっている。 
「マ」国の成長源は、観光、繊維及び軽工業輸出、農業製品、鉱物資源等である。バ

ニラは世界市場の約半分を輸出している。観光のターゲットは、エコツーリズム市場

であり、手つかずの自然環境が売り物である。アンタナナリボ及びアンチラべ周辺の

輸出加工区からの輸出は、欧米市場向けの繊維製品が主である。農業製品の輸出は、

バニラ、レイシや芳香油等の低量高品質産品が中心である。今後発展が見込めるのが

鉱物資源であり、レアメタル、オイル、ガスの開発が進行中である。 
 

2.3 主要統計 
(1) 人口統計 

• 人口 : 18.6 百万 
• アンタナナリボ市 : 1.4 百万以上 
• 人口増加率 : 3.03% (2006 年推計) 
• 識字率 : 80% 
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(2) 面積 
• 総面積 : 587,014 km2 

(3) 経済 

• GDP : Purchasing Power Parity - US$ 5.5 billions (2006) 
• GDP 成長率 : 4.9% (2006) 
• 1人あたり GNI : US$ 280 (2006) 
• GDP （分野毎の構成） : 農業: 27.5%; 工業: 15.3%; 及びサービス: 57.2% 

(2006) 

• インフレ率 : 11.3% (2006, 世界銀行) 
 

2.4 投資環境 
2002年の政治停滞の後、政府は、国際金融機関及びドナーの協力の下、復興計画を作
成した。ドナー国は新政府に対し 5年以上に亘る$1 billion の支援を表明した。「マ」
国政府は、官民連携の優先開発項目として道路インフラをあげた。 
 

2.5 行政機関 
2.5.1 マダガスカル共和国 

(1) 国名 
マダガスカル共和国 

(2) マダガスカル政府 
共和国:大統領制、多党システム 

(3) 首都 
アンタナナリボ 

(4) 独立 
1960年 6月 26日 

(5) 憲法 
「マ」国憲法は、1992年 8月 19日に採択され、1998年 3月 15日及び 2007年 4月
27日に各々改正された。 

(6) 指導部門1 
 大統領 : President Marc Ravalmanana (since February 22, 2002) 
 首相 : Prime Minister Charles Rabemananjara (since January 25, 2007) 
 内閣 : Council of Ministers appointed by the President 
 選挙 : Ravalmanana大統領は、2001年12月に実施された直接選挙により

5年間の任期で選出され、2006年12月に再選された。 
(7) 立法部門 

                                                  
1 : Wikipedia, the free encyclopaedia (http://en.wikipedia.org/wiki/Madagascar) 



 

9 

議会は 2つの議院からなっており、国民会議は 127議席、上院は、90議席である。 
(8) 政党 

政党の略称  政党の正式名称 
TIM : I Love Madagascar (Tiako I Madagasikara) 
AREMA : Association for the Rebirth of Madagascar or Pillar and 

Structure for the Salvation of Madagascar (Andry sy 
Rihana Enti-Manavotra an'i Madagasikara) 

LEADER-Fanilo : Economic Liberalism and Democratic Action for National 
Recovery 

RPSD : Rebirth of the Social Democratic Party (Renaissance du 
Parti Social-Democratique) 

RPSD-Vaovao : New Rebirth of the Social Democratic Party (Faction that 
left RPSD in 2003) 

AVI : Judged By Your Work Party (Asa Vita no Ifampitsarana) 
MFM : Activists for Madagascar Progress (Mpitolona ho an'ny 

Fandrosoan'i Madagasikara) 
AKFM : Party of the Independence Congress of Madagascar 

(Antokon'ny Kongresy ho an'ny Fahafahan'i 
Madagasikara) 

AKFM/Fanavaozana : Antokon'ny Kongresy ho an'ny Fahafahan'i Madagasikara 
Fanavaozana 

PFM : Parti federaliste de Madagascar 
TTM : Toamasina Tonga Saina 
GRAD Iloafo : Groupe de reflexion et d'action pour le developpement 
MONIMA : Madagascar for the Malagasy (Madagasikara otronin'ny 

Malagasy) or (Mouvement nationaliste et independant de 
Madagascar) 

FANORENANA : - 
 

2.5.2 行政区分 
「マ」国は 6自治州、22県の行政区分に分けられている。 

(1) Antananarivo Province 
(2) Antsiranana Province 
(3) Fianarantsoa Province 
(4) Mahajanga 
(5) Toamasina 
(6) Toliara 
 

2.6 開発計画 
2006 年の貧困削減戦略書(PRSP)の完了に伴い、「マ」国政府は、下記の８分野のコミ
ットメントを記したマダガスカル行動計画(MAP)を策定し、2007 年から 2012 年の 5
カ年計画を上程した。 

(1) Responsible Governance（責任ある管理） 
(2) Connected Infrastructure（関連インフラ） 
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(3) Educational Transformation（教育の転換） 
(4) Rural Development and a Green Revolution（地方開発と緑の革命） 
(5) Health, Family Planning and the Fight Against HIV/AIDS（健康、家族計画及び

HIV/AIDSとの闘い） 
(6) High Growth Economy（高度成長経済） 
(7) Cherish the Environment（環境を大切にする） 
(8) National Solidarity（国民の団結） 
信頼性と電化率は過去 5年で増加したが、全国レベルでの電化率はまだ約 16％にとど
まっており、特に地方部では 5％以下となっている。MAP は、2011 年までに都市部
の 74％への電力供給と地方部の 10％への給電を目指している。「マ」国政府は、水力、
太陽光、風力、潮力、石炭、ガス、バイオ、エネルギー等の代替・再生可能エネルギ

ーを活用して、石油への依存を減らすことを目標としている。  
  
 

3章  マダガスカルにおける電力部門の現状 
3.1 はじめに 
「マ」国は包蔵水力を代表とした多くの再生可能エネルギー源がある一方、既開発量

は小さく、電力需要増加に対応した電源開発が進んでいない状態である。こういった

事情の中、既設発電所および送配電線は老朽化が進み、近年の電力需要増加に対して

大きな問題となっている。最近では、火力発電所が全電源の半分以上を占めるように

なり、近年の燃料費高騰による影響が深刻な問題となっている。2008 年初頭までに、
Mandroseza 火力発電所(37MW)がアンタナナリボ系統に投入され、アンタナナリボ市
内では、停電回数が少なくなったとのことである。しかしながら、依然としてアンタ

ナナリボ市では計画停電が実施されており、電気料金の値上げも先日実施されたとい

う状況である。一方、「マ」国全土における電化率は低く、地方の無電化地域におけ

る電化は優先課題の１つに挙げられている。 
 

3.2 法律および組織 
3.2.1 法令関係 
電力部門に関する法律としては、1999 年 1 月に施行された法律 No.98-032（Portant 
Réforme du Secteur de l’Électricité: 電力部門の構造改革）があり、民間部門の電力事業
への参入に伴う、免許承認と営業権に関わる規定、規制機関と電気料金について示し

ている。 
3.2.2 エネルギー鉱山省（MEM） 
エネルギー鉱山省（以下、MEM）は電力を含むエネルギー分野および鉱山資源を管
轄する省である。電力分野における技術的な部分は JIRAMAが受け持つが、投資や対
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外的な援助要請等を含む開発戦略政策はMEMが受け持っている。 
3.2.3 電力規制機関（ORE） 
電力規制機関（以下、ORE）は、上述の法律 No.98-032で定められ、2005年に発足し
た。その役割は、 (1)電気料金および送電線使用料の管理、(2)電気事業のサービス品
質の監視、(3)競争原理の管理、である旨が法律 No.98-032の第 35条で示されている。 
なお、OREの活動資金は、JIRAMAや IPP電力事業者等の販売売上の一部から賄われ
る旨が法律 No.98-032の第 48条で示されている。 

3.2.4 地方電化庁（ADER） 
地方電化庁（以下、ADER）は地方電化を促進するMEM配下の機関として、2002年
に発足した。ORE が系統電化地域での電気料金決定権限を有しているのに対し、
ADERはオフグリッド地域の地方電化促進を担当し、オフグリッド電化時の電力事業
者と地方自治体間の電気料金調整機能および権限を有している。 

3.2.5 電気･水道公社（JIRAMA） 
JIRAMAは電気と水道の供給を行う国営企業で、電気部門では比較的広範囲の電化地
域における発電所、送電線および配電線の運転および維持管理を行い、電気料金によ

る収入を得ている。組織図を図 3.1に示す。なお、世銀プロジェクトにより 1997年か
ら 2001年にかけて JIRAMAの経営再建を兼ねた民営化が図られたが実現せず、2002
年に発足の新政府により JIRAMAの民営化は行わないことが決定されている。 

 

図 3.1 JIRAMA組織図 
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3.3 電力分野の経営、財務状況および電気料金 
3.3.1 概要 

JIRAMAによる電気供給契約者数は、1996年までの 10年間は年率平均 4.5%で、1996
年から 2004年の間は年率平均 7.9%で増加し、2005年時点で約 32万となった。しか
し、2005年から 2007年の間は新規電源の投入不足とアンタナナリボ系統での容量限
界もあり、契約者数は停滞した。2008年以降は、経済成長に応じた電力供給増加年率
8%2を実現するべく安定的な電源容量を確保していくことを目標としている。一方、

1999年以降、電力事業への民間参入が可能となったのにもかかわらず、電力部門への
投資は進んでおらず、設備の老朽化も顕在化しつつある。 

3.3.2 最新の財務状況 
表 3.1および表.3.2に JIRAMAから入手した過去 3年間の財務諸表を基に作成した損
益計算書および貸借対照表を示す。純利益が 2005 年にはマイナスで財務は破産状態
にあったが、2006 年にはマイナスから脱却し、2007 年にはさらに営業収入を増加さ
せ、補助金投入なしで純利益がプラスに転じている。また、2005年には純資産がマイ
ナスだったが、2006年にはプラスに転じている。固定資産額の増加と非流動負債の減
少による効果が大きいが、流動比率3も 2006 年には 100%を越え、運営資金上の健全
性が回復しつつあることが分かる。 

表 3.1 損益計算書 
2005年 2006年 2007年

     販売額 164,884,670,277.57 255,213,727,284.12 274,880,093,462.80
     固定資産による収入 24,585,946,996.95 6,213,100,702.54 61,567,948,304.00
I- 営業収入 189,470,617,274.52 261,426,827,986.66 336,448,041,766.80

     原材料購入 175,270,667,415.77 213,722,551,534.88 175,046,648,824.00
     外部発注、その他のサービス 16,181,924,347.26 14,598,486,613.52 71,265,658,289.46
II- 営業経費 191,452,591,763.03 228,321,038,148.40 246,312,307,113.46

III- 営業収支 ( I - II ) -1,981,974,488.51 33,105,789,838.26 90,135,734,653.34

       + 補助金 723,663,718.07 10,760,728,390.82 0.00
       - 課税類 -841,697,942.73 -561,842,408.46 -834,117,243.47
      - 賃金・給与 -27,981,032,239.44 -38,393,087,783.43 -31,239,158,900.44

IV- 利子・税金･減価償却前利益 -30,081,040,952.61 4,911,588,037.19 58,062,458,509.43

     + その他の営業収入 3,961,959,820.49 3,368,792,689.72 2,403,672,565.19
     + 支払および損失に対する回収 11,389,849,937.78 16,452,968,588.26 13,641,618,249.90
     - その他の営業経費 -1,735,907,176.81 -1,677,350,873.90 -1,105,109,984.00
     - 機器の支払および減価償却 -33,178,736,647.82 -36,588,078,757.13 -39,025,755,820.77

V- 営業利益 -49,643,875,018.97 -13,532,080,315.86 33,976,883,519.75

     + 金融商品 367,654,778.61 4,467,863,957.80 5,892,930,278.82
     - 金融支出 -19,507,702,806.72 -5,430,582,579.69 -1,436,769,810.58
VI- 金融収支 -19,140,048,028.11 -962,718,621.89 4,456,160,468.24

VII- 税引き前利益 ( V + VI ) -68,783,923,047.08 -14,494,798,937.75 38,433,043,987.99

   法人税 -29,679,211,230.66 -1,276,168,636.42 -12,525,060,572.66
   繰延税金 ( Variations ) 0.00 15,770,967,574.17 43,427,375.63

VIII- 純利益 -98,463,134,277.74 0.00 25,951,410,790.96

IX- 資産収益率 ( V / A ) -17.9% -4.4% 8.2%

通貨単位 : マダガスカルアリアリ

出典:JIRAMA提供資料より作成  

                                                  
2 :実際は 8%以上と想定される。 
3 :100%以下の場合、1年以内に返還すべき流動負債が短期間で換金可能な流動資産を上回ることになり、短期返済のた
めに資本を使用したり長期負債を増加させたりすることになり、資金繰りの健全性が低下する。一般に 200%以上が
健全性の目安とされている。 
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表 3.2 貸借対照表 

2005 2006 2007

  無形固定資産 94,952,430.27 43,648,115.92 94,628,171.23
  有形固定資産 7,935,114,428.07 6,821,682,304.34 8,696,412,392.83
  譲与固定資産 256,674,008,157.32 269,588,070,431.45 282,477,354,367.15
  建設中固定資産 12,070,394,994.55 11,612,875,659.99 74,388,463,588.78
  金融固定資産 390,252,330.80 180,685,451.60 127,781,607.80
  繰延固定資産税 0.00 17,792,854,912.67 48,046,594,159.61
A- 固定資産計 277,164,722,341.01 306,039,816,875.98 413,831,234,287.40

  在庫、進行中作業 22,327,798,163.73 21,366,544,244.47 25,861,889,360.81
  未収金・売掛金 119,495,718,004.54 85,540,199,846.91 94,589,058,387.28
  預金、現金 19,358,997,582.74 41,315,930,147.30 71,778,916,026.85
B- 流動資産計 161,182,513,751.01 148,222,674,238.68 192,229,863,774.94

C- 資産合計 ( A + B ) 438,347,236,092.02 454,262,491,114.66 606,061,098,062.34

  繰延収入:  投資補助金 110,298,904,791.45 128,028,752,548.72 162,863,984,893.07
  ローンおよび長期負債 292,859,041,826.41 15,920,342,736.25 47,843,979,345.42
  その他の非流動負債 81,743,778,991.44 134,663,408,511.22 104,351,309,220.37
D- 非流動負債 484,901,725,609.30 278,612,503,796.19 315,059,273,458.86

  短期負債 75,122,597,266.75 25,236,833,546.44 981,117,250.93
  買掛金 140,883,002,759.65 98,280,192,630.44 130,236,726,328.15
  その他の流動負債 615,043,095.19 122,881,141.59 86,414,894.97
E- 流動負債 216,620,643,121.59 123,639,907,318.47 131,304,258,474.05

F- 負債合計 ( D + E ) 701,522,368,730.89 402,252,411,114.66 446,363,531,932.91

G- 純資産: 株主資本等 ( C - F ) -263,175,132,638.87 52,010,080,000.00 159,697,566,129.43

H- 流動比率 ( B / E ) 74.4% 119.9% 146.4%
出典:JIRAMA提供資料より作成

通貨単位 : マダガスカルアリアリ

 

3.3.3  今後の戦略とアクション 
今後、電力分野では、(i)国家経済発展への寄与、(ii)電化率の向上、(iii)国財政に占め
る電力セクター負担の軽減、を目的とし、表 3.3に示すアクションプランが政府によ
ってコミットされている。 

表 3.3 政府によってコミットされているアクションプラン 
項目

-
-
-
・ 資本修正のための新規基金の投入の継続（赤字脱却まで）

・ 問題が再発しないためのメカニズムの導入による管理等の監視の継続

・ 事業家および各個人に対する負債回収率の増加

・ 前払い式メータシステムの普及

・ JIRAMAによる開発におけるランキングオペレーションの強化
-

-
-
-

価格 -

コミットされたアクション

JIRAMA－民間間のパートナーシップ強化（2014年～）
JIRAMA再建のためのアクション

組織改革 計測可能な指標を基にしたJIRAMA経営契約の実施（2009年～5年間）with

中規模水力開発を促進するための、電力セクターにおける合法的枠組みの修
正

MEM内の電力部門の管理機能強化

※: Plan d’Expansion au Moindre Coût… Plan of Expansion at Lower Cost

出典: Lettre de Politique Sectorielle Eau et Electricité à Madagascar, Ministère de l’Energie et des Mines

投資 PEMC※に基づいた水力地点開発
実施中の電化率向上への取組みの継続

電気料金調整機能の採用および実施

 
3.3.4  電気料金 
電気料金は、2001年からの 4年間凍結されていたが、2005年に発足した OREにより、
2005年以降、表 3.4に示すとおり上昇させてきた。これは、JIRAMAの経営改善の取
組み時期と一致している。JIRAMAが供給する電気の料金表を表 3.5 に示す。 
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JIRAMA の事業収支における電気事業の割合を 80％4と仮定し、表 3.1 の損益計算書
における 2007 年の結果から平均電気料金および発電原価を表 3.5 に示すとおり算出
した。2007年の収支上は、電気料金収入が発電原価をカバーすることができておらず、
火力発電比率の低下、電気料金の上昇が必要な状態である。 

表 3.4 過去の電気料金調整 

調整年月 2001年 2005年7月 2005年11月 2006年4月 2007年11月
上昇率 - 30% 35% 10% 15%

2001年からの倍率 100% 130% 176% 193% 222%
2001年からの上昇率 - 30% 76% 93% 122%
出典： Lettre de Politique Sectorielle Eau et Electricité à Madagascar, Ministère de l’Energie et des Mines  

表 3.5 JIRAMAの電気料金 

単位 Zone 1 Zone 2 Zone 3

高圧料金 容量料金 MGA/kW 27,500
長期使用 メーター料金 MGA/kWh 110

基本料金 MGA 130,000
容量料金 MGA/kW 27,500

高圧料金 メーター料金 （ピーク時間） MGA/kWh 390
時間帯別 メーター料金 （日中） MGA/kWh 95

メーター料金 （夜間） MGA/kWh 55
基本料金 MGA 150,000

中圧料金 容量料金 MGA/kW 28,500 19,000 15,500
長期使用 電力量料金 MGA/kWh 125 275 455
料金 基本料金 MGA 115,500 115,500 115,500

中圧料金 容量料金 MGA/kW 28,500 19,000 15,500
短期使用 電力量料金 MGA/kWh 170 295 475

基本料金 MGA 115,500 115,500 115,500
容量料金 MGA/kW 28,500 19,000 15,500

中圧料金 メーター料金 （ピーク時間） MGA/kWh 500 600 660
時間帯別 メーター料金 （日中） MGA/kWh 110 280 430

メーター料金 （夜間） MGA/kWh 90 240 410
基本料金 MGA 141,000 141,000 141,000

中圧料金 容量料金 MGA/kW 34,300 24,000 19,500
長期使用 メーター料金 MGA/kWh 190 365 555

基本料金 MGA 115,500 115,500 115,500
中圧料金 容量料金 MGA/kW 30,100 19,000 15,100
短期使用 メーター料金 MGA/kWh 210 370 560

基本料金 MGA 115,500 115,500 115,500
容量料金 MGA/kW 28,500 19,000 15,100

中圧料金 メーター料金 （ピーク時間） MGA/kWh 545 600 660
時間帯別 メーター料金 （日中） MGA/kWh 150 340 525

メーター料金 （夜間） MGA/kWh 95 330 515
基本料金 MGA 141,000 141,000 141,000

低圧料金 容量料金 MGA/kW 2,900 2,500 1,500
一般 メーター料金 MGA/kWh 230 395 535
その他 基本料金 MGA 7,500 7,500 7,500
低圧料金 容量料金 MGA/kW 2,650 1,700 1,250
一般 メーター料金 （電力量 < 130kWh） MGA/kWh 200 360 480

家庭使用 メーター料金 （電力量 > 130kWh） MGA/kWh 270 400 540
基本料金 MGA 6,300 6,300 6,300

低圧経済料金 メーター料金 （電力量 < 25kWh） MGA/kWh 150 150 150
家庭使用以外 メーター料金 （電力量 > 25kWh） MGA/kWh 630 705 755
容量 < 3 kW 基本料金 MGA 760 760 760
低圧経済料金 メーター料金 （電力量 < 25kWh） MGA/kWh 140 140 140
家庭使用 メーター料金 （電力量 > 25kWh） MGA/kWh 605 675 725
容量 < 3 kW 基本料金 MGA 760 760 760

出典：JIRAMA戦略計画部

2007年11月以降

料金区分

高
圧

中
圧
 
事
業
家

低
圧

中
圧
　
そ
の
他

 
                                                  
4 :この数値は、「Project Appraisal Document on A Proposed Credit in The Amount of SDR6.8million to The Republic of 

Madagascar for A Power/Water Sectors Recovery and Restructuring Project in Support of The First Phase of the Power/Water 
Sectors Recovery and Restructuring Program, June 14, 2006, 世銀」 における損益計算書の電気販売額と水道販売額の比率
より仮定した。 
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表 3.6 損益結果における平均電気料金および発電原価の算出 

販売額 274,880,093,463 MGA 営業経費 246,312,307,113 MGA
賃金・給与 31,239,158,900 MGA
その他の営業経費 1,105,109,984 MGA
機器の支払いおよび減価償却 39,025,755,821 MGA
費用合計 317,682,331,819 MGA

電気販売額 219,904,074,770 MGA 発電費用 254,145,865,455 MGA
発電量(購入も含む) 1,051,752 MWh 発電量(購入も含む) 1,051,752 MWh
平均電気料金 209 MGA/kWh 発電原価 242 MGA/kWh

0.123 USD/kWh 0.142 USD/kWh

注記：

為替レート：

出典：財務数値 - JIRAMA提供資料、発電量 - http://www.jirama.mg/

平均電気料金の算出 発電原価の算出

80%
1,700 MGA/USD

JIRAMAの事業収支における電気事業の割合：

 
3.4 電力需要 
3.4.1 現状 
｢マ｣国全土における電化率は、現在、16%程度であるが、電気供給契約者数は 2004
年までの年率平均 7.9%増加以降、新規電源の投入不足と発電容量の限界により、停滞
している。また、農村部での燃料源は薪や炭であり、無電化村での光源はロウソク程

度で、それぞれの家も離散点在している。 
3.4.2 日負荷曲線 
アンタナナリボ系統及びアンチラベ地区における日負荷曲線の例を図 3.2に示す。ア
ンタナナリボ系統の現在のピーク需要は約 160MWと想定されているが、使用可能電
力容量は 170MW程度で、そのうち約 100MWが水力、残りが火力である。乾季末期
の 12 月は水力の使用可能容量が２割近く低下するため、電力不足が生じる可能性が
高い。実際、電力供給不足時に計画停電が実施されている。｢マ｣国第２の都市である

アンチラベ市はアンタナナリボ系統の南端に位置しピーク需要は約 15MWであり、そ
の半分近くをアンタナナリボ系統からの電力に頼っている。 
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Antsirabe地区 - 2008年9月21日 / 日曜日

 
図 3.2 アンタナナリボ系統およびアンチラベ地区の日負荷曲線 

Source: JIRAMA 
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3.4.3 需要予測 
2007年 12月時点での JIRAMA全体およびアンタナナリボ系統の需要予測を図 3.3に
示す。電力需要は年平均約 8%の上昇を見込んでいるが、過去不況明けの 2003 年に
GDPが 10％上昇したこと、2005年からのここ 3年間新規需要を抑制していたこと、
等を考慮すると、電力需要の年上昇率が 8%よりも大きくなることも想定される。こ
のシナリオに沿って電力容量を整備する場合、2020 年までに平均して毎年約 32MW
（アンタナナリボ系統 約 23MW）相当の電源を新規に投入しなければならない。し
かし、｢マ｣国政府または JIRAMA 等の自己資金での開発投資が困難な状況下では、
JIRAMAへの人的支援のみならず、各国からの援助および民間投資が不可欠である。 
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図 3.3 需要予測 

 

3.5 電力施設の現状 
3.5.1 既設電源 

JIRAMAの既設発電容量および全発電電力量の実績値を表 3.7と表 3.8 に示す。2006
年から 2007 年にかけて、再生可能エネルギーの比率が、発生電力量では増加してい
るのに対して、設備容量で減少している。新規の火力発電所が投入されたのにもかか

わらず、水力発電の稼働率が高められた結果である。 
表 3.9に 2008年 9月末時点でのアンタナナリボ系統接続発電所の 2008年の稼働状況
および稼働予定を示す。雨季は 12月末から 4月の期間で、4月から徐々に水量が減少
し、10 月中旬から 12 月末は乾季となる。そのためほとんどの水力発電所で、11 月、
12月は河川流量減少により出力が減少する。一方、雨季においては水力発電の発電量
が増え、火力発電所の燃料消費を低減できる。2008年末は需要見込み 160MW対して
使用可能出力が 163.3MWと、余裕が約 3MWしかなく、切迫した状態は変わらない。 
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表 3.7 JIRAMAの既設発電容量 

単位 2006年 2007年 増加率%

水力発電所 発電容量 JIRAMA MW 104.83 104.83 0.0%

太陽光発電所 発電容量 JIRAMA  MW 0.01 0.01 0.0%

火力発電所 発電容量 JIRAMA  MW 115.04 118.23 2.8%

火力発電所 発電容量
民間事業者  (JIRAMAによる電力購入)  MW 63.67 68.43 7.5%

火力発電所 発電容量
民間事業者 (JIRAMAによる設備借用)  MW 24.46 24.46 0.0%

発電容量合計 MW 308.01 315.96 2.6%

34.0% 33.2% -2.5%

Source: http://www.jirama.mg/

再生可能エネルギー（水力+太陽光）の割合

 
表 3.8 JIRAMAの発電電力量実績 

単位 2006年 2007年 増加率%

水力発電所 発電電力量 JIRAMA MWh 637,922 719,082 12.7%

太陽光発電所 発電電力量 JIRAMA  MWh 4.03 3.99 -1.0%

火力発電所 発電電力量  JIRAMA  MWh 175,994 162,013 -7.9%

火力発電所 発電電力量
民間事業者  (JIRAMAによる電力購入)  MWh 50,159 24,203 -51.7%

火力発電所 発電電力量
民間事業者 (JIRAMAによる設備借用)  MWh 139,483 146,450 5.0%

発電電力量合計  MWh 1,003,562 1,051,752 4.8%

63.6% 68.4% 7.6%

Source: http://www.jirama.mg/

再生可能エネルギー（水力+太陽光）の割合

 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

[MW] 水力

火力

ピーク需要

 
図 3.4 アンタナナリボ系統発電所の稼働状況 
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3.5.2 既設送電設備 
「マ」国は現在、アンタナナリボ、トアマシナ、フィナランツォの３つの系統で構成

されている。送電設備はすべて JIRAMAが運営維持管理している。系統の位置図を図
3.5に示す。なお、送電ロスはアンタナナリボ系統で 4.5％～5.0％である。 

  

Sahanivotry 

出典: WB Implementation Completion Report for an Energy Sector Development Project, Sep 27, 2006 
現地での聞取り情報により改定 

Toamasina系統 

Antananarivo系統 

Fianarantsoa系統 

 
図 3.5 既設の送電系統 
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3.6 電力開発計画 
3.6.1 電源整備計画 
「マ」国における発電所の多くは、燃料を輸入に依存している火力発電所である。「マ」

国政府およびMEMは、豊富にある再生可能エネルギーである水力開発を促進する方
針を示し、地方電化においても、既存のディーゼル火力発電を小水力やマイクロ水力

に代替する計画を打ち出す等、水力開発を最重要課題としている。 
「マ」国には、50MW 以上のポテンシャルサイトは 100 箇所以上、1,000MW 以上の
サイトは 50 箇所以上あると言われている。しかし、一部の地点を除き、ほとんどの
地点では水文データはほとんど整備されておらず、このことは、水力開発が最優先課

題となっているマダガスカルで、大きな障害となっていると言える。 
JIRAMA は現在、MEM の協力の下、JIRAMA のプロジェクトを対象とした Plan de 
Moindre Cout (PEMC：Least Cost Expansion Plan)5を策定し、各系統および地域ごとの電

力需要および供給のプランニングを行っている。「燃料費の高騰に対し、競争力のあ

る電力価格により採算を得るための水力開発」および「電源の増加およびサービス品

質の改善と合わせた発電原価の削減」を目的とし、2007年 12月時点でのGDP上昇率、
人口増加率、大口需要家動向による地域ごとの需要想定、および 2008 年 4 月時点で
の火力燃料価格、2008 年 3 月時点での発電設備状況から WASP6を使用した最適電源

計画策定を行っている。しかし、そのプランニングを実現させるための個々のプロジ

ェクトの情報はほとんど存在しない。 
各年の雨季および乾季(12月)における出力とピーク需要予測を示した図3.6によると、
ほとんどの年でピーク需要予測に対して、乾季時の出力は余裕がなくなっている。 
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図 3.6 アンタナナリボ系統の需要予測と雨期および乾期出力 

 

                                                  
5 :入手したドキュメントの題名は、“Plans de Developpement des Equipements de Production Electricite”となっている。 
6 :Wien Automatic System Planning Package 
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JIRAMAの 3系統において、PEMCにて投入するとされている新規電源の計画を表 3.9
および表 3.10に示す。なお、アンタナナリボ系統とトアマシナ系統は連系される予定
であることから、PEMC 上は需要および供給計画を合算して見積もっている。また、
現地での聞取り調査により得られた電源計画および調査の内容を表 3.12に示す。 
 

表 3.9 アンタナナリボ系統及びトアマシナ系統における PEMC上での電源投入計画 
年 Unit 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

計画水力 MW 0.00 39.30 104.80 107.05 157.05 157.05 314.65 414.65 414.65 464.65 464.65 549.65 549.65 549.65 549.65 549.65 669.65 669.65 693.05 693.05 693.05 693.05
10MW以上の計画水力

12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00

34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00 34.00

57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60 57.60

15.00 15.00 15.00 15.00 15.00 15.00 15.00 15.00 15.00 15.00 15.00

21.00 21.00 21.00 21.00

50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00

+50MW +50MW
100.00 150.00 150.00 200.00 200.00 200.00 200.00 200.00 200.00 200.00 200.00 200.00 200.00 200.00 200.00 200.00

+50MW
50.00 50.00 50.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

70.00 70.00 70.00 70.00 70.00 70.00 70.00 70.00 70.00 70.00 70.00

120.00 120.00 120.00 120.00 120.00 120.00

計画火力 MW 63.72 70.92 70.92 78.12 63.72 63.72 63.72 38.72 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 66.98 134.66 219.26
10MW以上の計画火力

22.50 22.50 22.50 22.50 22.50 22.50 22.50 22.50

25.00 25.00 25.00 25.00 25.00 25.00 25.00

+67.68MW +84.6MW
50.76 118.44 203.04

16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22 16.22

+7.2MW
7.20 7.20 14.40

2008年12月時点 出典：Plans de Developpement des Equipements de Production Electriciteにおける付表

  Andekaleka G3

  Lohavanana 120MW

57.6MW

15MW

21MW

  CT Ambohimanambola 2, Unité de 6.25MW / FO

  Unité de 6.25MW / FO

  Talaviana

  Tsinjoarivo

  Sahofika 1

  Sahofika 2

  Antetezambato 1&2&3

50.76MW  Unité de 8.0MW / FO

  Tamatave IV, Unité de 6.4MW / FO

  Unité de 8.0MW / FO

22.5MW

25MW

16.224MW

7.2MW

100MW

50MW

70MW

50MW

12MW

34MW

  Ranomafana

  Mandraka II

  Mahitsy

 

表 3.10 フィナランツォ系統における PEMC上での電源投入計画 
年 Unit 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

計画水力 MW 0.00 0.00 0.00 0.00 8.00 8.00 8.00 8.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00
10MW以上の計画水力

+4MW
8.00 8.00 8.00 8.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00

計画火力 MW 0.00 1.35 2.25 4.50 2.52 2.52 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 5.22 5.22 20.97 20.97 20.97 24.12 27.27 30.42 33.57
10MW以上の計画火力

+3.15MW +3.15MW +3.15MW +3.15MW
15.75 15.75 15.75 18.90 22.05 25.20 28.35

2008年12月時点 出典：Plans de Developpement des Equipements de Production Electriciteにおける付表

15.75MW

  Namorona2 8MW

  RI Fianarantsoa / Unité de 3.5MW / FO

 

表 3.11 聞取り調査による電源開発計画および調査  

プロジェクト 地域 出力 運転開始 出資者 or計画者 

計画中プロジェクト 

Tsiazompanry水力 Antananarivo系統 5.2MW？ 2010年 1月 Henlri Fraise 

Andekaleka III水力 Antananarivo系統 29MW 2011年 Chino Hydro, China 

Andekaleka IV水力 Antananarivo系統 20MW Not decided Chino Hydro, China 

重油火力 Antananarivo系統 25MW 2009年 5月 Sherritt, Canada 

重油火力 Toamasina系統 9.9MW 2009年第 1四半期 ENELEC 

調査中プロジェクト 

Antetezambato水力 Antananarivo Grid 180MW 
Pre-F/S 

~ 2009年 2月 

World Bank 

Sogreah, France 

Locoho水力 Andapa / Antsiranana 6MW 調査中 EDF 
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3.6.2 送電線整備計画 
現在、「マ」国には送電系統整備のためのマスタープランは存在しないが、聞取り調

査の内容および“Plans de Developpement des Equipements de Production Electricite”の需
要予測過程から想定される送電系統整備計画を図 3.7に示す。 

  

Sahanivotry 

Planning Grid 

出典: WB Implementation Completion Report for an Energy Sector Development Project, Sep 27, 2006 
“Plans de Developpement des Equipements de Production Electricite”の情報により改定 

Antananarivo-Toamasina系統 

Fianarantsoa系統 

 
図 3.7 送電系統計画 
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4章  マナンドナ水力発電所増強計画 
4.1 マナンドナ水力発電所の現状 
4.1.1 マナンドナ水力発電所の概要 
マナンドナ水力発電所はアンチラベ市の南約

10kmに位置し、首都のアンタナナリボ市から
は南方 170kmである。マナンドナ水力発電所
は 1934年に出力 1,000kW（500kW、2台）で
竣工した。その後、1960 年に 2.5m の堰堤の
嵩上げが行われ、600kWの増設が行われた結
果、合計出力 1,600kWとなり、現在に至って
いる。しかし、現在、水車効率等の低下等に

より実出力は 1,200kW程度となっている。 
堰堤高さは 10.5m、堰堤頂 66mで越流長さが
25.9m の練石積み形式である。有効水深 2m、
有効貯水量 50,000 m3.の小規模な調整池を有
しており日調整運用を行っている。堰堤から

発電所までの全区間は圧力水圧鉄管である。

水路全長 495mのうち、トンネル区間は 140m
で、鉄管内径 1.0mでリベット仕上げである。
サージタンクは堰堤から約 298ｍの位置にあ
り、水圧鉄管と同じ材料で建設されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4.1  マナンドナ水力発電所の概要 (既設) 
項目 単位 値 備考 

最大出力 
(現状) 

kW 1,200*  定格出力: 1,600kW 
(500kW×2 + 600kW×1)

年間発電量 MWh/year 5,885.48 Actual record in 2007 
有効落差 m 104.50    
最大発電流量 m3/sec 2.20    
流域面積 km2 375    

堰堤高 m 10.5  当初の堰堤高：8.0m 
(1960年以前) 

堰堤長 m 66    
有効貯水量 m3 50,000    
高水位 m 1,497.50   
低水位 m 1,495.50   
利用水深 m 2.00   
鉄管路長 m 495  トンネル長：140m 
鉄管内径 m 1.0    
送電線 km 10.4 20 kV, 52.4mm2 Cu 
* : 現状の出力は水車効率の低下等により定格出力より小さい。

図 4.1 マナンドナ発電所 一般平面
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堰堤

発電所

凡 例  

道 路

河 川

ｱﾝﾁﾗﾍﾞ市 

ｱﾝﾁﾗﾍﾞ 
変電所および

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電所 
20kV 送電線 

↑ｱﾝﾀﾅﾅﾘﾎﾞ市

図 4.3 マナンドナ水力発電所 位置図

流 域
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4.1.2  マナンドナ水力発電所の現地踏査 

ECFA調査団は 2008年 10月 24、25日の 2日間でマナンドナ水力発電所の現地踏査を
行った。JIRAMAから、アンタナナリボ系統部長 Mr. François Xavier R が同行した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
Photo-1 堰堤 上流側 Photo-2  堰堤 下流側 Photo-3  堰堤下流状況 

  

 
Photo-4  鉄管路 Photo-5  トンネル部 Photo-6  サージタンク 

   
Photo-7 鉄管路および支台 Photo-8  発電所建屋および放水路 Photo-9 1～3号機の発電機  

(0.5MW＋0.5MW＋0.6MW)  

図 4.4 マナンドナ水力発電所の衛星写真 

堰

貯水池

発電所 

明り鉄管路

トンネル

放水路

サージタンク

明り鉄管路

アクセス道路 
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4.2 マナンドナ水力発電所の必要性 
4.2.1 アンチラベ地区の電力需要 
マナンドナ水力発電所で発電した電力は主にアンチラベ地区に供給している。アンチ

ラベ地区はアンタナナリボ系統の南の端に位置する。アンチラベ地区の日負荷曲線を

図 4.5に示す。平日の電力需要は最大 14MW、週末は 10MWである。需要のピークは、
夜間時間帯に生じているが、平日の日中 AM9:00～PM5:00 は 10MW～12MW、深夜
AM0:00～AM6:00は 8MWと夜間時間帯以外の需要が比較的大きいと言える。この理
由は、アンチラベ地区の多くの工場が 24 時間稼働であり、ベースの電力需要が確保
されているためである。一般世帯向けの最大は、深夜の工場向けが 8MW とすれば

6MW 程度と想定される。但し、JIRAMA 関係者によると、最近では供給電源の開発
が進んでいないため、新規顧客に対する電気接続を制限しているとのことである。 
アンチラベ地区の主な電源はマナンドナ水力発電所（定格 1.6MW）とアンチラべディ
ーゼル発電所（14MW）で、不足分はアンタナナリボ系統から供給されている。マナ
ンドナ水力発電所は、流量が豊富な雨季には最大電力で 24時間連続運転しているが、
流量が減少する乾季には運転停止あるいは運転時間がかなり短くなる。また、近年の

石油価格の高騰の影響で、アンチラべディーゼル発電所はしばしば停止しており、ア

ンタナナリボ系統からの送電される電力に大きく依存している状況である。 
 

 
図 4.5 アンチラベ地区の日負荷曲線の一例 
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4.2.2 マナンドナ水力発電所の発生電力量 
マナンドナ水力発電所の 2004～2007年の年間平均発生電力量は表4.2に示すようであ
り、4年間の平均は約 4,800MW/年、設備利用率は約 46%である。図 4.6に示すように
流量がかなり減少する乾季の 9月～11月の 3ヶ月間においては、発生電力量は極端に
少なくなる。この 3ヶ月間の発生電力量は年間発電量の 11%にすぎない。また、定格
出力が、水車の摩耗による効率の低下、鉄管の摩擦損失の増加等により、1,600kWか
ら 75%の 1,200kWまで低下しているとともに、現状では、水車発電機等の修理頻度の
増大、底部放流ゲートよりの漏水等もあり発電量はかなり低下していると考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.2.3 気象水文条件 
マナンドナ水力発電所の流域における平

均年間雨量は約 1,400mmである。流出係
数は 0.44 となる。(流域面積：375km2, 平
均流量： 7.27m3/sec, 平均年間雨量：
1,400mm/year).。図 4.7にアンタナナリボ
の平均雨量を示す。5月～9月までが乾季
にはほとんど雨が降らない。なお、等雨

量分布を図 4.8に示す。 

表 4.2 年間発生電力量および設備利用率の実績 (2004 ~ 2007) 
最大出力* 年間発生電力量 設備利用率 

年 
[kWh] [MWh] [%] 

2004 1,600 (1,200) 4,972.450 47.3% 
2005 1,600 (1,200) 3,584.620 34.2% 
2006 1,600 (1,200) 4,756.420 45.3% 
2007 1,600 (1,200) 5,885.480 56.0% 

2004—2007の平均 1,600 (1,200) 4,799.743 45.7% 
備考 * : 定格出力は 1,600kWであるが、実際の出力は、水車効率の低下のため約 1,200kW まで低下している。

図 4.6 平均月発生電力量の実績 (4年間, 2004 ~ 2007) 
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マナンドナ流域は主に、耕作地、低草・低木

地、裸地、住居地域等で占められており、密

度の高い森林はほとんど存在しない。乾季流

量が極端に小さくなっている原因の一つはこ

のような流域の土地利用特性によるものと考

えられる。年間洪水発生回数(50m3/sec 以上の
洪水)と平均流量の変化を図 4.9 示す。平均流
量レベルで比較した場合、洪水発生回数に若

干の増加傾向が見られる。この結果から、流

域では森林がかなり少なくなっていると推測

される。 
 
4.2.4 マナンドナ水力発電所の現状問題点 
マナンドナ水力発電所は 1934年の竣工以来、75
年近く発電を継続している。しかしながら、ス

ペアパーツ、維持管理の予算、熟練技術者の不

足により、十分な発電施設、水車発電機等の維

持管理は行われていないと言える。 
現地踏査の結果より、以下のような問題

点が見つかった。（写真参照） 
(1) 堰堤および調整池 

• 調整池には多量の堆砂が生じてい

る。堰堤前方の堆砂は毎年人力に

より、底部放水管より排出されて

いる。（Photo-16） 
• 左右両方の底部放流口ゲートより

漏水がある。漏水量は水位が高く

なると増える傾向にある。左側の

底部放流口の標高が取水口より高

いため、十分な排砂が行われず堆砂が取水口より流入していると思われる。 
• 1977年に発生したサイクロンで堰堤上流の右岸側が流された。被害を受けた右岸
側は、鋼製矢板と蛇かごで補強された。（Photo-14） 

(2) 鉄管路 （水路） 
• 1977年に発生したサイクロンで堰堤下流の鉄管支台が流されたため、鉄製のフレ
ームに交換された。 

• 2001年に曲管部とトンネル部分の鉄管が交換された。（Photo-13） 

Manandon
1200m

1600

1600

図 4.8マダガスカルの等雨量分布 

図 4.9平均流量と年間の洪水回数 
（＞50m3/sec）の変化 (1990 ~ 2007)
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• ほとんどの鉄管はひどく錆びて摩耗している。（Photo-11） 
• ほとんどの鉄管の塗装はひどく劣化してひび割れている。（Photo-12） 

(3) サージタンク（調圧水槽） 
• 鉄製サージタンクの練石積み基礎には大きな段差とクラックが生じている。これ

らは以前計測されていたが、現在は計測されていない。 
• サージングが生じた時に、タンクの頂上からサージングの水が溢れ出るとの情報

があった。対策用設備はない。 
(4) 水車発電機器 

• 水車ランナーはひどく摩耗しており、現地工場で度々修繕されている。（Photo-17） 
• 3 号機水車（600kW）は分解されて、現在、アンタナナリボの町工場で水車ラン
ナーが修理されている。（Photo-18） 

当初計画においては、既設堰堤をラバーダムを用いて 2m嵩上げして、調整池の容量を
増やし、より多くのピーク時の発生電力量を発電する計画であった。 
しかしながら、乾季の流量が非常に少なく、嵩上げ高さが制限されることから、貯水容

量があまり増えないため、ピーク時の発電量は大きな増加とはならないこと、さらに、

今回の現地踏査の結果、堰堤の嵩上げは施工上困難であり、得られる効果は小さいと判

断した。 

 
 

 

Photo-10底部放水ゲートからの漏水 Photo-11鉄管の錆び状況 Photo-12鉄管の塗装劣化状況 

   
Photo-13鉄管路曲管部の補修個所 Photo-14  右岸箇所の補強工事 

(矢板工法および蛇かご) 
Photo-15左岸箇所の補強工事 

(矢板工法) 

  

Photo-16堰堤上流の堆砂状況 Photo-17水車ランナーの摩耗状況 Photo-18 3号機の分解状況 (補修中)
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4.3 マナンドナ水力発電所増強に関する概略検討 
4.3.1 水文検討 
JIRAMA職員が堰堤において毎日午前 6時に、底部放流管からの放流量、堰堤からの越
流量および発電流量を計測している。これらの総量を河川の日流量として発生電力量の

計算を行った。 
1990～2007年の 18年間の日平均河川流量は 7.27 m3/secである。また、主要な河川流量
を表 4.3に整理するとともに、18年間の主要な年平均流量の経時変動を図 4.10に示す。
年毎の河川流量の変動は大きく、これに伴って、年間の発生電力量も変動している。 
また、図 4.11 に 18 年間の流況曲線を示す。年毎にかなりの変動がみられるとともに、
乾季の流量が非常に少ない。河川流量の平均はほぼ 30%流量に相当している。 
 

表 4.3 発電に係る主要な流量（1970 ～ 2007） 
 単位 平均 最小 最大 

平均流量  m3/sec 7.27 3.78 9.93 
95日流量 26%流量 m3/sec 8.14 3.66 12.59 

185日流量 50%流量 m3/sec 2.32 1.22 3.20 
275日流量 75%流量 m3/sec 0.75 0.00 1.31 
355日流量 97%流量 m3/sec 0.02 0.00 0.02 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.10主要な年平均流量の経時変動 (18年間, 1990 ~ 2007) 
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4.3.2 規模最適化の検討 

1990～2007 年までの 18 年間の平均流
況曲線を用いて、新規の拡張発電所の

各発電流量に対して、拡張および既設

発電所のそれぞれの発生電力量およ

び設備利用率の計算を行った。 
発生電力量の計算は図 4.12 に示すよ
うに、まず、拡張発電所（新設）の発

電流量が確保される。流量が多い場合

は余剰流量が既設発電所で使

われる。さらに余剰が出た場

合には無効放流される。拡張

発電所の使用流量を変えて年

間発電量を求めた。なお、既

設発電所の最大発電流量は、

2.2m3/secである。図 4.13に流
量配分のイメージを示す。計

算結果を表 4.4に整理する。 
マナンドナ水力発電所は、ア

ンタナナリボ系統に連系され

Qext

Qexp 

Qrel

QexpQexp

Qext既設発電所

拡張発電所

Qmax 

Qmax 

無効放流 

Qexp : 拡張発電所の発電流量 
Qext : :既設発電所の発電流量 
Qrel : 無効放流量 
Qmax (exp) : 拡張発電所の最大発電流量 
Qmax (ext) : :既設発電所の最大発電流量 

図 4.12 拡張発電所と既設発電所に対する流量分配
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図 4.11 流況曲線 (18 年間, 1990 ~ 2007) 
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ている。このような場合、実績に基づくと設備容量が 45%～60%程度となる流量が最適
規模と言われている。この条件を満たす拡張発電所の最大使用流量は、図 4.14 より 4
～8m3/secとなる。さらに、図 4.15より、年間発生電力量の増分の変曲点はほぼ 6 m3/sec
近傍にある。この流量時(116 日流量＝32%確率流量相当)の設備利用率は 50%となり、
年間発生電力量は 21,500MWh/yearとなる。また、水車発電機合成効率を 80%とすると
出力は 4,900kWとなる。（これらの数値は拡張発電所のみの運転の場合である。既設発
電所が 2.2m3/secで発電を行う場合には、拡張発電所の最大発電流量は 4 m3/secで発電
し、合計 6.2 m3/secとなる。） 
既設発電所に対する 18 年間の日流量を用いたシミュレーションでは出力 1,600kW（合
成効率 71%）、年間電力発生量 9,700 MWh/yearとなり、最大発電流量 6m3/secの拡張発
電計画は、出力で約 3倍、電力発生量で約 2.2倍の便益を生み出すことになる。 
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図 4.14 拡張発電所の発電流量と設備利用率との関係 
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 4.3.3 マナンドナ水力発電所拡張計画に対する概略検討 
マナンドナ水力発電所は 70 年以上経過した現在も発電を継続しており、将来の発電計
画にもリストアップされている。しかし、現地調査の結果、既設の発電設備、水車発電

機器の劣化が相当進んでおり、現状の使用状況が続けば発電停止もあり得ると判断され

る。このような状況を考慮して、最適

な拡張計画案を検討する。 
(1) 拡張計画案の比較 
以下の 3つの拡張計画代替案について
検討する。 
① 代替案-① 
既設発電所はそのまま残しておき、新

たに拡張発電所を建設する。既設発電

所のリハビリテーションは実施しな

いため、新設の拡張発電所の発生電力

量のみを対象とする。拡張発電所のレ

イアウトは図 4.16に示す通りである。 
取水口は堰堤のすぐ上流の左岸側に

建設する。取水口より左岸側をトンネ

ルで通過し、堰堤下流に至る。下流で

一旦河川を埋設管路で横断する。さら

に河川横断後に再びトンネルで、既設

の鉄管路の左岸側に至り、その後、既

設鉄管路と平行に、サージタンク、明

表 4.4 拡張発電所の発電流量に対する年間発生電力量および設備利用率 
年間発生電力量 設備利用率 拡張発電所の 

最大発電流量 既設発電所* 拡張発電所 合計 既設発電所* 拡張発電所 合計 No. 
[m3/sec] [MWh/year] [MWh/year] [MWh/year] [%] [%] [%] 

1 1.00 (71%) 7,584  5,739  13,323 54.9% 80.9% 63.0% 
2 2.00 (56%) 6,187  10,166 16,353 44.6% 71.8% 57.5% 
3 3.00 (45%) 5,304  13,665 18,969 38.5% 64.3% 53.4% 
4 4.00 (39%) 4,689  16,595 21,284 34.6% 58.5% 50.0% 
5 5.00 (35%) 4,196  19,164 23,360 31.4% 54.1% 47.2% 
6 6.00 (32%) 3,784  21,452 25,236 28.6% 50.6% 44.7% 
7 7.00 (29%) 3,444  23,502 26,946 26.1% 47.7% 42.6% 
8 8.00 (26%) 3,154  25,365 28,519 23.9% 45.2% 40.6% 
9 9.00 (24%) 2,907  27,060 29,967 22.1% 43.0% 38.9% 

10 10.00 (22%) 2,686  28,622 31,308 20.3% 41.0% 37.3% 
備考 : * 既設発電所は定格出力 1,600kWを適用する。既設発電所の最大使用流量は 2.2m3/secである。
        (   % )は、各流量に対する確率流量の値。 

図 4.16 新設の拡張計画のレイアウト 
（代替案-②および③） 

サージタンク

発電所 

放水路 

明り鉄管路既設発電所

新設拡張計画 

埋設鉄管 

取水口 

トンネル部

トンネル部
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り管路で発電所に至る。新設発電所は、既設発電所の左岸側に建設し、放水路は既設放

水路に接続する。 
② 代替案-② 
既設発電所のリハビリテーションを実施し定格出力まで改修するとともに、新設の拡張

発電所も建設する。既設と拡張発電所を合わせて最適規模とする。3案のうち、拡張発
電所の規模が最も小さい。拡張発電所のレイアウトは代替案-①と同じである。 
③ 代替案-③ 
既設発電所の全ての鉄管を撤去し、拡張発電所の管路を既設水路ルートに建設する。し

たがって、土木工事は、代替案-①および代替案-②の新設ルート案に比べ、工事量が少
なく、施工も容易であり、工期も短縮される。拡張発電所は既設発電所の左岸側に建設

し、放水路は既設放水路に接続する。 
 

以上の 3つの代替案の比較を表 4.7に示す。工事費、工期、施工性等の面から総合的評
価を行った結果、代替案-③を推奨案として提案する。 
 

 
表 4.6 マナンドナ水力発電所拡張計画の各代替案に必要な工事 

既設発電所 拡張発電所 
土木工事 土木工事 代 

替 
案 堰堤 取水口 水路 発電所 

放水路 

水車

発電機
送電線

堰堤 取水口 水路 発電所 
放水路 

水車 
発電機 送電線

① × × × × × × × ○ ○ ○ ○ △ 
② × ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ △ 
③ × × × × × × × △ △ ○ ○ △ 

Notes :  ○ : 大規模な工事が必要    △ : 中小規模の工事が必要    × : 工事は不要 
 

表 4.5マナンドナ水力発電所拡張計画の各代替案の概要 
案 既設発電所 拡張発電所 長所 短所 

① 現状 新規水路を既設と別

ルートで建設する。 
拡張発電所の建設時にも既設発

電所の運転が可能である。 

新規発電所の建設費が高くな

る。既設ルート使う③案に比べ、

工事期間は長くなる。 

② ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
の実施 

新規水路を既設と別

ルートで建設する。 

拡張発電所の規模は 3 案で一番
小さい。同時施工を避ければ、

発電の停止期間はないが、工期

が長くなる。 

リバビリ工事と拡張工事を含め

た全体コストは、3 案の中で 1
番高くなり、工期も長い。 
リハビリテーションのための取

替、補強等の計画、調査が必要

である。 

③ 撤去 既設管路を撤去して

新設水路を建設する。 

既設ルートを使うことから、工

事費は 3 案中で 1 番安い。工事
期間も短く、施工も容易である。

拡張発電所の工事中に既設発電

所が停止する。 
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表 4.7  マナンドナ水力発電所拡張計画の各代替案の比較 

代替案 工事費 工期 施工性 停電期間 O&M 総合評価 

① △ △ △ ○ △ 2 

② × × △ ○ △ 3 

③ ○ ○ ○ △ ○ 1 
備考 :  ○ : 有利である     △ : 普通である    × : 不利である 

 

(2) 最適案の概略検討 
堰堤工事は、底部放流管のゲート取替（2台分）及び既設取水口の拡幅が必要である。
鉄管は全て撤去した後、強化プラスチック複合管(FRPM)に取替える。既設発電所の左
岸側に新設発電所を建設し、放水路は既設放水路に接続する。現在の送電線は銅線で

あり容量については不足することも考えられるため次の調査で検討する。 
表 4.8に最適案の概略諸元を示す。 

表 4.8マナンドナ水力発電所拡張発電所の諸元 
項 目 拡張発電所 備 考 

最大出力 kW  4,900  

年間発生電力量 MWh 21,500 設備利用率は 50% 

最大使用水量 m3/s 6.00 116日流量＝32%確率流量相当 

有効落差 m 104.50  

利用水深 m 2.00  

有効容量 m3 50,000 計画時 

堰堤高 m 10.5  既設堰堤 

堰堤長  66  既設堰堤 

水圧管路長/条数 m 495 / 1条 トンネル部 140m 

水路管路内径 m 1.50 強化プラスチック複合管(FRPM) 

発電所形式  鉄筋コンクリート地上式  

入口弁形式/口径  バタフライ / 900mm  

水車型式/出力/台数  
横軸フランシス水車

2,700kW X 2台  

発電機型式/出力/台数  3相同期、3,000kW X 2台  

送電線容量/距離  20 kV / 10.7km アルミニウム導線 

 

(3) 工事費低減と工事工程短縮の提案  
鉄管の代わりに強化プラスチック複合管(FRPM) を用いることによって鉄管に比べて、
以下のような利点がある。 
• 鉄管より軽量であり、運搬が容易であり、設置作業も簡単である。 
• 管の接続には溶接等の特殊な工法が不要であり、施工性、作業性にも優れている。 
• 鉄管のように定期的な塗装が不要であり、維持管理が容易である。錆びが生じて
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劣化することもない。 
• 工程の短縮が可能となり、工事費の低減が可能となる。 
• 粗度係数が鉄管に比べて小さく、摩擦による損失が少なくなる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4) マナンドナ水力発電所の拡張計画に係る環境社会影響 
拡張工事は既設発電所に対する増設であり、新設堰堤/ダムの建設、調整池の拡張は計
画されていない、また、既設堰堤の嵩上げも実施しないため、環境社会影響は小さい

と判断される。拡張計画に対する環境社会影響には以下に示す項目が挙げられる。 
1) 準備期間、工事期間中における環境社会影響 
• 建設用重機、運搬車両等による公害（排ガス、ばい煙、騒音、交通事故等） 
• 森林伐採等の自然環境影響 
• 土捨て場、採石場、土取り場等の地形改変よる環境影響 
• 宿舎、仮設備等からの廃棄物による環境影響 
• コンクリート、鉄管等の撤去物処理に伴う環境影響 

2) 建設後における環境社会影響 
新設の堰堤/ダム建設、調整池の拡張は計画されていない、また、既設堰堤の嵩上げ
も実施しない。本案には住民移転、土地収用はなく、住居や耕作地等の水没も生じ

ない。 
• 河川の減水区間は 1km以下であり、この区間での水利用はない。 
• 最大発電流量の増加による下流の水位上昇は小さく影響はない。 

 
 

5章  キャパシティーデベロップメントとプロジェクト組織 
5.1 現状の問題点 

1999年以降、電力事業への民間参入が可能となったのにもかかわらず、電力部門への
投資のは進んでおらず、発電および送配電設備の老朽化も顕在化しつつある。大きな

FRPM管 (埋設部) 

FRPM管 (明り部) 
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原因の一つは JIRAMA の財務状況に起因する基盤の弱さおよび信用の低下と考えら
れている。 
このような事情から、世銀プロジェクトにより 1997年から 2001年にかけて JIRAMA
の経営再建を兼ねた民営化が図られたが実現せず、2002 年に発足の新政府により
JIRAMAの民営化は行わないことが決定されている。その後、2005年より世銀による
JIRAMAの経営改善のための支援が行われた。現在も、マネージメント契約を結び経
営改善を進めているところである。JIRAMAにおける問題点を表 5.1に整理する。 

表 5.1 JIRAMAにおける問題点 
項目

- メンテナンス不足による発電量の低下
- 全電源に占める火力シェアの増大
- エネルギー供給者、軽油業者等の増大する高価な外部サービス
- 支払をカバーするのに不十分な流動収入
- 脆弱な財政基盤
- 安定かつ効果的な情報システムおよび明確な手順の不在
- 料金回収における顧客管理と脆弱なパフォーマンス
- 非常に重く非効率な組織構造
- 不釣合な為替レートの拡大に対する脆弱性
- 燃料価格の高騰（2005-2007年の期間で300%以上高騰）
- 不十分な投資（1997年以降の火力発電量に対する水力発電量の正味
の後退）

- 経営陣の不十分な戦略管理
- 短期および中長期投資計画の根拠となる計画の不在

外的要因

内的要因

出典: Lettre de Politique Sectorielle Eau et Electricité à Madagascar, Ministère de l’Energie et des Mines

発電

財政

販売･管理

問題点

 
5.2 電力セクターの組織とキャパシティーデベロップメント 

(1) 電力セクターの組織と役割 
電力セクターの関連機関は、3.2に示すエネルギー鉱山省（MEM）、電力規制機関（ORE）、
地方電化庁（ADER）、電気･水道公社（JIRAMA）である。対外的な援助要請等を含
む開発戦略政策についてはMEMが担当し、発電所および送配電線の運営、維持管理
は JIRAMAが行っている。 
 

(2) 電力セクターに対する支援 
JIRAMA の経営改善を目的として、世銀資金により 2005 年 4 月からの 2 年間、｢マ｣
国政府とドイツのコンサルタント(Lahmeyer International)との間でマネージメント契
約が結ばれた。引き続き、2007年 4月からの 2年間、先の経営改善業務に携わった 2
名のコンサルタントが総裁兼水道局長および総務局長として｢マ｣国政府に雇用され

ている。さらに、2009年 3月以降も、中･長期的な改革支援として、「マ」国は新たに
5 年程度のマネージメント契約を締結する予定がある。現在、技術アドバイザーと商
取引アドバイザーが世銀資金で雇用されている。 
2006年 9月より開始された（～2009年 4月）世銀プロジェクト「Power/Water Sector 
Recovery and Restructuring Project」では下記に示すコンポーネントについて電力およ
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び水資源セクターの改善、再構築の支援が行われている。 
1)発電設備のリハビリテーション 
2)送配電ロスの低減 
3)JIRAMAの経営改善および情報システムの近代化 
4)その他MEMの能力強化、将来の発電プロジェクトの準備、等 

今回の調査では、最終報告書の入手ができなかったため、それぞれの成果については

その詳細情報が得られなかったが、現地調査に基づいた現状把握を以下に整理する。 
 

1) 発電設備のリハビリテーション 
マナンドナ水力発電所は、建設後 70 年以上が経過した現在でも稼働している。し
かし、施設の老朽化は著しく、現状施設におけるダムゲートの漏水、水圧鉄管板厚

の減少、タービンランナーの摩擦等の多くの問題があるが、維持管理予算が不足し

ているため、十分と言えるメンテナンスが実施されていない。このような劣化が進

行すれば発電停止となる可能性は十分高いと判断される。 
発電所の流量・発電量の日記録は、管轄のアンタナナリボ系統部長のもとへ発電所

運転員より報告されており、日常の報告体制は確立されていると判断される。 
本案件の既設発電施設、電気、送配電線設備の竣工図面、設計書類等が紛失、整理

されていないことは、今後、リハビリ、補修工事等を行う上で大きな問題である。 
2) 送配電ロスの低減 
送電ロスは、アンタナナリボ系統で 4.5％～5.0％とのことである。日本におけるロ
スとほぼ同等ということになるが、この数値は発電所～変電所間の送電によるロス

のみと推定される。配電ロス分を加算すると大きな数値となると推定される。 
アンタナナリボ～アンチラベ間は電話により給電連絡がされている。アンタナナリ

ボ系統では、アンチラベ地区とのリアルタイムでの調整に対応できるようなシステ

ムおよび体制ではないため、アンタナナリボ地区を計画停電することで調整してい

る。また、アンチラベ変電所での記録によると、夜間はアンチラベ火力による発電

は完全停止であり、アンチラベ地区における夜間電力はの 100%をンタナナリボ系
統からの送電電力で補っている。将来的には、効率運用の面から、系統連系と給電

指令システム整備を行う必要性が高い。 
3) JIRAMAの経営改善および情報システムの近代化 
世銀ファンドによる経営改善プロジェクトの成果により、JIRAMAの経営は改善し
つつあり、2007 年は数字上は、赤字から脱却している。しかしながら、無償、借
款さらには自己資金での電源開発の投資を得るには時間を要するであろう。資源関

連、セメント工場向け等の採算性が確保された案件に対しては、中国等からの海外

投資案件も動きだしている。 
2006 年～2007 年の間で、発電電力量の 4.8％上昇に対し、販売額は 7.7%上昇して
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いる7ことから、料金の回収率は改善されつつあると推測される。しかし、2008 年
9月時点での料金未納額は年間販売額の約半分にも相当することから、料金回収の
システムの更なる強化が望まれる。 

4) 将来の発電プロジェクトの準備 
2006年に Hydro Quebec社により包蔵水力マスタープランが策定されているが、簡
易な机上検討のみで現地調査に基づく検討が不十分であるとのコメントが

JIRAMA によりなされた。「マ」国は、今後の投資を呼び込んで、有望な水力地点
の開発を進めるためには、より信頼性が高く実践的な調査、計画に基づいた水路マ

スタープランのレビューを望んでいる。また、水力発電を主体とした電力開発計画

と整合性のとれた送電線マスタープランの実施を強く望んでいる。 
 
 

6章  環境配慮 
6.1 環境政策と戦略 
「マ」マダガスカル国政府は、最上位の開発理念としての大統領国家ビジョン「マダ

ガスカル・ナチュレルモン（Madagascar Naturelement）」およびMDGsに沿った中長期
開発戦略「マダガスカル行動計画（MAP：Madagascar Action Plan）」を公表している。
MAP は、①責任ある統治、②連携したインフラ基盤整備、③教育改革、④地方開発
と豊かな植物資源による革命、⑤健康、家族計画および HIV/AIDSとの闘い、⑥高度
経済成長、⑦自然環境保護、⑧国民の連帯、の８つの公約（COMITTMENT）で構成
されており、それぞれに数値目標や具体的な行動目標が定められている。 
その公約の一つに、環境への配慮として、「COMITTMENT-7：自然環境保護」を挙げ
ている。この COMITTMENT-7では、以下のように４つの目標（CHALLENGE）を挙
げている。 
CHALLENGE-1：自然保護区の拡大／CHALLENGE-2：自然資源悪化プロセスの抑止 
CHALLENGE-3：全レベルでの環境配慮／CHALLENGE-4：森林行政の効率性向上 
 

6.2 環境関係の政令と体制 
6.2.1  環境関連の法令と体制 
(1) 環境関連の組織体制 

1) 国立環境局（ONE） 
国家環境局（ONE）は、環境治水森林観光省（MEEFT）の外局として、1995 年に設
立された、主に環境影響評価や環境モニタリングを担当する機関である。その他環境

情報の普及、環境教育・コミュニケーションなどもミッションとして掲げている。 

                                                  
7 :料金は水道事業分も含まれるため一概ではないが、2006年～2007年の間における水道事業の拡大も特にないと考え
られる。 
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 国家環境局（ONE）は、1)人事や財務などを担当する管理・計画室、2)サービスの
向上や民間機関とのパートナーシップの促進を担当する品質・コミュニケーション室、 
3)環境影響評価や環境モニタリングを担当する環境評価室、4)環境情報の収集・普及
を担当する環境情報室の 4室から構成される。環境影響評価については、主に環境評
価室（DEE）内の環境影響評価ユニットと汚染モニタリングユニットが担当する。 
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(DG)
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(UDOR)

法制度整備ユニット
(USPP)

情報収集ユニット
(UCDD)

情報システムユニット
(USIE)

環境情報・普及ユニット
(UDIF)
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会計・財務ユニット
(UCFI)
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管理・計画室
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表 6.1 国家環境局の組織体制 
（出典）経済産業省・独立行政法人日本貿易振興機構「平成 19年度 地球環境・プラント活性化事業等調
査 マダガスカル・イバト空港拡張に係る緊急ニーズ調査報告書」、平成 20(2008)年 3月 

2) 環境治水森林観光省（MEEFT：Ministère de l'Environnement, des Forêts et du Tourisme） 
2003年 2月に、治水森林省と環境省が統合され環境治水森林省となった。その後 2007
年 10月に組織の再編により観光省が統合され、環境治水森林観光省となった。 
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表 6.2 環境治水森林観光省の組織図 
（出典）経済産業省・独立行政法人日本貿易振興機構「平成 19年度 地球環境・プラント活性化事業等調
査 マダガスカル・イバト空港拡張に係る緊急ニーズ調査報告書」、平成 20(2008)年 3月 
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環境社会配慮は環境治水森林観光省内の多くの部署と関連を持つが、特に環境治水森

林総局との関わりが強く、その中で主要な関連部局として、環境配慮開発局（DREE）、
統合管理改善局（DCAI）が挙げられる。また環境モニタリングや規制は、郊外影響
調査・防止・規制課（SEPC）が関連する。その他、地方部においては、各県（Region）
に設置された 22の地方局内の関連部署が担当する。 
3) 公共事業・気象省（MTPM）社会・環境影響局（DISE） 
公共事業・気象省社会・環境影響局は、2002 年設立で、2008 年 2 月現在職員は 9
人である。省内の該当事業について EIA報告書作成実務を担当し（一部業務はコン
サルタントに委託）DEE-ONEに事業申請を行い、また、IEE該当事業について 内
部環境審査を実施する機関である。 

 

(2) 関連する法規  
本件に関係するマダガスカルの環境社会配慮に関する法令としては、次のものがある。 
① 環境憲章（Loi N° 90-033 du 21 Décembre 1990 modifiée par la loi n° 97-012 du 06 

juillet 1997 portant Charte de l’Environnement） 
② 開発投資と環境の両立に関する政令（MECIE : Decret N° 99-954 du 15 décembre 

1999 modifié par le décret n° 2004 -167 du 03 février 2004 relatif à la mise en 

compatibilité des investissements avec l’environnement） 
③ 影響を受けやすい地域に関する規則（Arrêté N° 4355/97 du 13 mai 1997: Arrêté sur 

les zones sensibles） 
④ 環境紛争の調停に関する政令（Décret N°2000-028 du 13-01-00: Médiateurs 

environnementaux） 
⑤ 不動産の補償に関する政令（Décret N°98 610 du 13-08-98: Sécurisation foncière 

relative） 
⑥ 環境評価における住民参加に関する規則（Arrêté N° 6830/2001 du 28-06-01 fixant 

les modalités et les participations du public à l'évaluation environnementale） 
⑦ 水利法（Loi N°98-029 du 20 janvier 1999 portant Code de l’Eau） 

 

6.2.2  環境関連法規の手続きに必要な措置 
(1) 環境影響評価（EIA）手続きの実施 
 環境憲章（Charte de l’Environnement）第 10条では、「環境に悪影響を与える可能性の
ある公共または民間の投資プロジェクトは影響調査の対象とされなければならない」と

定めている。この規定を受け、開発投資と環境の両立に関する政令（MECIE）は、環境
影響評価に関する手続きを定めている。 
 MECIE によれば、事業者は、予定する事業の類型、規模、立地に応じて、環境影響
評価書（EIE：Etude d’Impact Environnemental）または環境管理計画書（PREE：Programme 
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d’Engagement Environnemental）を作成する必要がある。EIEが義務付けられる事業は第
4条および別表 1に、PREEの作成が義務付けられる事業は第 5条および別表 2に、そ
れぞれ定められている。水力発電事業に関連する事業を抜粋すると、次のとおりである。 
 

EIEが必要な事業（4条、別表 1） PREE作成が必要な事業（5条、別表 2） 
• 50,000m3以上の貯水池 
• 150 MW以上の水力発電 
• 50MW以上の能力の発電所 
• 138 kV以上の電圧の送電線の建設 
• 500 ha以上の集水域を有する水力発電ダム
• 5 km以上の距離を有する送水管の建設 
• 30m3/h以上の取水 

• 50～150 MWの水力発電 
• 25～50MWの能力の発電所. 
• 200～500haの集水域を有する水力発電ダム 
 

 
本件では、嵩上げによる改修をしない場合には、EIAの手続きは必要ない。 
なお、当初の増強計画における嵩上げ案では、上記表の項目のうち、「貯水池容量が

50,000m3を超えるもの、集水域 500haを超える水力発電ダム」が該当するため、環境影
響評価が義務付けられる。環境影響評価（EIA）調査は、事業の実施に先立って、プロ
ジェクトの実施者が責任を持って実施し、事業の承認と環境許可証（PE）の取得が求
められる。 
 

(2) MECIE申請手続き 
MECIE申請手続きは、以下の通りで、本件では、電気水道供給公社（JIRAMA）が ONE
に事業申請し、EIA 報告書を作成・提出する。ONE は環境評価作業を調整し、環境許
可を発行する。ONE環境影響評価局長によると、本件の所要期間は約 6ヵ月である。 
① 事業者は、EIA 手順を始めるためにプロジェクトの概要について説明する文書を
準備して、ONEに提出するものとする。 

② ONEはプロジェクト概要を受け入れるものとし、そして、CTE（評価技術委員会；
ONEの特別委員会）は環境影響の観点で提出された文書を評価するものとする。 

③  CTEはいくつかのケースでは、事業者との現地査察も含んでいるが、初期環境評
価（PREE）を通じて、スクリーニングを行うものとする。もし、CTEが、この点
で、影響が小さいと判断するなら、環境許可が事業者に発行される。 

④ もし、CTEがプロジェクトは大きな影響の可能性があると判断するなら、CTEは
スコーピングを行って、TORを準備するものとする。ONEはスクリーニングとス
コーピングを 60日以内で行わなければならない。 

⑤ 事業者は、自身の費用で TORにしたがって、EIAを行うものとする。 
⑥ 事業者は、審査のために費用と共に EIAレポートを ONEに提出するものとする。 
⑦ 審査期間中に公衆の参加は、現地での文書公開、公衆による評価、または意見聴
取という方法でなされる。ONEは公衆参加の方法を決めるものとする。 
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⑧ ONEは環境審査の結果を考慮して事業者に指示をし、プロジェクト環境管理計画
（PGEP）のためにアドバイスするものとする。事業者は、それにしたがって修正
し、最終的な EIAレポートを作成するものとする。 

⑨ 最終的な EIAレポートを受理した後、ONEはプロジェクトの環境許可証を交付す
る。 

(3) 環境基準の遵守および国際基準の適用 
プロジェクトは大気、水などの関連する環境基準を遵守することが求められる。環境

基準に関しては、管轄する機関に対して基本事項を確認し、本事業実施に際して必要

となる環境保全レベルにつき協議・確認する必要がある。 
 
（出典）経済産業省・独立行政法人日本貿易振興機構 「平成 19年度 地球環境・プラント活性化事業等調
査 マダガスカル・トアマシナ港整備に係る緊急ニーズ調査報告書」、平成 20(2008)年 3月 

 
 

7  結論及び提案 
「マ」国は、豊かな再生可能エネルギー源（包蔵水力、包蔵太陽光発電）を有し、稀

少金属のニッケルやコバルトが豊富であるが、資源・エネルギー開発はまだ緒に着い

たばかりである。地方の農村では未だに燃料源として薪や炭を使用しており、森林破

壊や住民の健康に被害を与えている。そのため、「マ」国政府は伝統的燃料から近代

的燃料への転換と、効率的エネルギーの活用を国家エネルギー政策に掲げている。中

期開発計画である「マダガスカル行動計画（MAP：Madagascar Action Plan）」（2007～
2012年）では、水力発電開発促進、地方電化推進を掲げている。現在、首都アンタナ
ナリボの電力状況は、電力供給不足によって輪番制による計画停電が何年も継続する

異常な事態が生じている。一方、地方電化においても、依然、全国レベルの対人口電

化率は約 16％と低い。 
2003 年以降、内政が安定し自助努力による経済再建の動きが見られ、「マ」国政府は
MAP の策定により自ら数値目標を定めて経済の活性化と豊かさの実現を図ろうとし
ている。日本の ODA も同国における貿易投資促進とアジア・アフリカ協力を含む農
業開発等への支援を中心に進めており、最近では、日本企業が合同開発するニッケル

鉱山開発に関連した官民連携事業としてトアマシナ港のインフラ整備事業が開始さ

れている。 
 

（1） 「マ」国の電力セクターにおける問題点 
「マ」国は包蔵水力を代表とした豊富な再生可能エネルギー源がある一方、既開発量

は小さく、民生、産業用の電力需要増加に対応した電源開発が進んでいない状態であ

る。こういった事情の中、既設発電所および送配電線は老朽化が進み、近年の電力需

要増加に対して大きな問題となっている。最近では、火力発電所が全電源の半分以上



 

43 

を占めるようになり、燃料費高騰による影響が深刻な問題となっている。 
1999年以降、電力事業への民間参入が可能となったのにもかかわらず、電力部門への
投資は進んでおらず、2005年から 2007年の間は新規電源の投入不足とアンタナナリ
ボ系統での容量限界もあり新規の契約者数を制限している。大きな原因として

JIRAMAの財務状況に起因する経営基盤の脆弱さおよび信用の低下が挙げらてれる。 
このように、「マ」国の電力事情は危機状況であり、首都圏の需要増に対する緊急電

源開発計画を行う短期的な協力と、水力発電開発主体とする全国電源開発計画および

これに係る主要 3送電系統の拡張・連系等を含む送電線計画を行う中・長期的協力が
不可欠であると考えられる。以下に、この 2つの協力プロジェクト内容を示す。 

 

（2） 電力セクターにおける中・長期的協力ニーズ 
「マ」国の電力需要は年平均約 8%の高い上昇を見込んでおり、今後 10年間で現在の
約 2倍の新規電源が必要となると想定している。このうちの約 7割が首都圏系統に供
給可能な電源である。燃料を海外からの輸入に依存している現在の主力電源となって

いる火力発電所に代わって、今後は「マ」国に豊富にある再生可能エネルギーとして

の水力発電開発を進めることが最優先課題となっている。 
JICAが 2006年に実施したマダガスカルとモザンビークを対象とした「南部アフリカ
地域エネルギーセクター調査」においても水力開発計画のレビューと送電線マスター

プランの実施の必要性が協力ニーズとして提示されている。 
また、本調査における MEM との協議においても、「マ」国は、援助機関および民間

投資家にとって判断基準となる水力マスタープラン、すなわち、電源開発計画に基づ

く有望な水力地点の優先順位および信頼できる発電計画の情報が含まれた調査結果、

およびこの有望な水力地点と整合性のとれた送電系統マスタープランの必要性を強

く望んでいた。 
｢マ｣国政府または JIRAMA等の自己資金での開発投資が困難な状況下では、JIRAMA
への人的支援のみならず、各国からの援助および民間投資が不可欠である。電力部門

への海外援助、投資の大きな障害となっている JIRAMAの財務状況の悪化および信用
の低下を改善するため、世界銀行の経営改善プロジェクト以降、海外コンサルタント

とマネージメント契約を継続しており、その結果、運営資金上の健全性が回復しつつ

ある。火力発電への依存度が高い現況の電源構成においては、原油高騰が経営に与え

る影響は大きくなっている。今後の水力開発によりその不安材料を減らし、JIRAMA
の財務健全性がより向上することが望まれるところである。 

 

（3） 電力セクターにおける短期的協力ニーズ 
現在、首都アンタナナリボの電力事情は、特に、乾季における水力発電所の出力低下

による電力供給不足によって輪番制による計画停電を実施している。さらに、新規の
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電源開発の停滞のため、新規契約者の制限を行う等異常な事態が生じている。このた

め、首都圏において電源開発が緊急課題となっている。2008 年初め、Mandroseza 火
力発電所（37MW）がアンタナナリボ系統に投入され、この結果、一時的にアンタナ
ナリボ市内では停電回数が少なくなったとのことであるが、予備率はまだ十分ではな

い。次期の有望な電源投入計画は不確実であり、電力危機は完全に解消されたとは言

えない状況である。 
 

現状では、首都圏向けの緊急対応可能な中～大規模電源開発は、資金面、建設工期面

よりその実現性は乏しい。このような状況の中、緊急電源としては従来のディーゼル

発電投入が短期的には効果はあるが、燃料費の高騰によって、持続的な運営、維持管

理は非常に困難となってきている。これに対して、本案件で提案する既設水力発電所

の増強計画は、既設施設を用いることで建設費を低減し、工期を短縮できる。さらに、

燃料費が不要であり、運転、維持管理費が最小限となる持続的な運営が可能であり、

環境問題はほとんど生じない。 
今回調査対象としているマナンドナ水力発電所の増強計画は、上述の条件を満たすと

ともに、アンタナナリボ系統に連系され、首都圏の電力危機を僅かながら緩和する効

果もあり、効果的なプロジェクトであると考えられる。 
 

（4） マナンドナ水力発電所の増強計画について 
現地調査を実施したマナンドナ水力発電所は、アンタナナリボ系統の南端のアンチラ

ベ地区に主に電力供給を行っている。その歴史は古く、1934年に竣工し 70年以上経
過した現在においても発電を行っている。しかしながら、発電施設、水車発電機器等

の老朽化は年々進行しており、十分な維持管理予算も充てられておらず、いつ発電停

止しても不思議ではない状況にある。マナンドナ発電所は、長期にわたってアンチラ

ベ地区の電力需要を担ってきているが、同地区の産業振興により電力需要が増大して

その役割は年々小さくはなってきている。しかしながら、今後の発電計画の電源とし

てリストアップもされている。今回検討した出力増強計画に基づくと、最大流量を最

適規模の 6m3/sec と設定した推奨増強案の場合、出力および年間発生電力量がそれぞ
れ既設の約 3倍、2.2倍となる結果が得られた。（現時点の老朽化による発電効率の低
下、発電停止期間の影響を考慮すると、さらに効果が大きい。）今後も同発電所が存

続することによって、アンチラベ地区における重要な電源のとして確実な電力供給を

行う役割を果たし、また、火力発電所の焚き減らしにより CO2低減効果も期待できる

CDMプロジェクトとして再開発される意義は大きいと考える。 
 

本調査では、3ケースについて検討を行った結果、経済性（工事費）、工期の面、設置
の容易性、作業の効率化、維持管理費、維持管理の容易性等より、老朽化の進んだ既
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設の鉄管を撤去し、既設の水路ルートに強化プラスチック複合管（FRPM）を用いた
新設管路を施工する案を推奨するものである。鉄管に替えてより軽量な FRPM管を用
いることによって、運搬が容易であり、設置作業も簡単となり、施工性、作業性が向

上し、工程の短縮、工事費の低減が可能になる。さらに、維持管理の手間は不要であ

り、耐久性も高い。 
本増強工事においては、堰堤の嵩上げは実施しないので、住民移転、土地収用、水没

耕作地等はなく、また、建設後に生じる最大発電流量の増加に伴う下流域への影響は

ほとんど生じないと考えられる。このように、環境社会影響の問題は非常に僅かであ

る。 


